
火山災害と生活環境

一一1983年三宅島噴火を例にして

はじめに

自然災害の調査は，今まで主に発生機構を中心

として自然科学的・実務的・工学的になされてき

ており，表出する被害の状況から自然がもっカの

性質や規模の算定を内容とする。その最大の目的

も，今後発生する同様の災害に対して有効な策を

講じるための基礎資料を得ることにある。した

がって，これらの調査の主眼は自然そのものであ

り，仮に等質の力をもっ自然ならば，たとえ地域

が異なろうとも同じ災害様相を呈するという前提

をもっ。そしてその結果を今後の災害分析に役立

てる。しかし現実には，各災害の被害は多種多様

にわたり，今までの調査が有効に働いてはいない。

そこでみなおさなければならないものは調査の主

眼である。被害の軽減を可能にするのは人間社会

がもっ自律的な防衛本能であり，それは地域住民

一人一人がもっ「災害観」である。それは，災害

に対する基本的な考え方または価値観，災害下に

おける規範意識を意味する。

ところで災害が発生すると被害は限られた地域

に表出するわけであるが，そこで講じられる対応

策は，地域社会としてまとまりをもたなければ有

効ではない。個人が無秩序な行動をとることで，

被害が逆に広がる場合さえある。したがって「災

害観」の中でも地域社会にみられる共通の意識構

造を大切にする必要がある。

II 調査地域の概要

対象地域は，最近災害がくり返され，かつある

期間継続的に生活環境への影響をうけた伊豆諸

島・三宅島をとりあげる。三宅島火山の活動はた

びたび調査研究がなされ，最近の1,000年余りの活

動史はかなり明確にわかっている。三宅島の総括

的な活動史については， 一色 （1960）により噴火

地点等の推測もまじえまとめられている。それに

よれば，噴火活動で年代のはっきりしているのは

近藤道雄

12回 1）あり，それに1962年および1983年の活動を

含めると計14回の噴火記録がある。活動の周期は

一部をのぞくと20～60年程度で，とくに1940年の

活動以来は， 20～21年の休止期間後の活動をくり

返している。第 1図は， 1962年の活動までを含ん

だ火山要図で，これは一色（1960）および諏訪

(1963）をもとに空中写真の判読を加えて修正した

ものである。これをみると，噴火の特徴は主に山

腹の割れ目状火口列の活動にある。火口列は山頂

から海岸線へ放射状に分布している。火山学の立

場では島内に安全な場所はないといわれる。しか

し記録のある数世紀聞の活動は主に北東～北お

よび南西の山腹でみられ，熔岩流も主にそれらの

地域より流下している。また噴火活動でもう一つ

忘れてはいけないのは降下物の分布であるが，そ

れを規定する風向をみると，三宅島では秋から春

にかけて強い西よりの風が卓越している。した

第 1図 三宅島火山要図（仁コは集落をあらわす）
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第 2図 1983年の活動による熔岩流および降下物

（単位mm）の分布

υ I d広町

一 （荒牧ほか，1983より）

がって，活動のさかんな南西山腹で噴火が起きる

と，島の南東に位置する坪田が降下物被害をうけ

やすい。坪田では表層数mにわたり，火山砂磯が

堆積している。逆に南西の阿古では熔岩流がいた

るところでみられる。いわば，この数世紀では坪

田は降下物，阿古は熔岩流の被害をうけてきた。

このパターンの典型が1983年の活動である。

第 3図 坪田における降下物の総層厚図 （単位cm)
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第 4図 農地復旧過程 1 
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1984年 3月6日調査（空写）

つぎにこの活動による被害概要と復旧過程をま

とめる。第 2図は荒牧ほか（1983）による噴出物

の概要である。噴火は10月3日15時20分頃に山腹

の二男山周辺ではじまり ，典型的な割れ目状噴火

を呈した。継続時聞は10時間余りであるが，生活

環境に与えた被害は長期におよんだ。被害は直接

的なものと間接的なものに分けられる。前者は，

火口列の西側の熔岩流による家屋・農地・山林の

埋没・焼失と，東側の火山砂礁の降下による家屋

の損傷・農地の埋没・山林の被害である。後者は，

火山活動にともなう地震がひきおこす崖くずれに

よる道路の寸断，電気・水道などの不通である。

それらの復旧時期は，電気・電話は10月19日，水

道が10月31日で，とくに水道は，直接的被害をう

けなかった島の北部の集落（神着・伊ヶ谷・伊豆）

でも，水源て。ある大路池が被害をうけたため使用

不能となり，給水車および簡易タンクによる対応

が一ヵ月近く続いた。したがって，被害は全島に

およんだといえる。

こういった諸被害のうち，生活環境に長期的な

影響を与えたものの復旧過程の状況を明らかにす

ることにする。それには，坪田における降下物に

よる農地埋没の復旧過程について述べる。そこで

東京都によりまとめられた，関係機関 2）の調査報

告書『三宅島噴火による森林被害等に関する基礎

調査』（1983）を利用し，調査地域における降下物

総層厚図を作成した。調査された地点数は252，調

査期聞は10月9日～20日である。数値には測定者

による誤差と圧密等による層厚の減少の可能性が

あるが，ほかの層厚調査と著しく異なってはいな



いので，ほぽ確かなものと考える。第3図につい

ては，坪回集落のすぐ北側にある農地における降

下物の総層厚図である。 ここで、は総層厚20cmぐら

いが最大で， 6 cmほどを下限とする。粒径の変化

の総層厚との関係やユニッ トの欠落はみられず

（荒牧ほか， 1983），また化学組成にも変化はみと

められない （東京都農業試験場， 1983）。

復旧過程の調査は，被災後の空中写真による判

読と 2回の踏査によるものとの計3時点について

検討する。空中写真による判読では，撮影日（1984

年3月6日）の時点で放置と除灰終了とにわけられ

（第 4図）この区分は農地にみられるパターンから

判読できる。1984年 3月31日一 4月1日における

踏査の内容は，除灰終了後利用しているか否か，

及び除灰中と放置の 4区分にわけている（第 5

図）。最後の1984年 4月28日の踏査は前回の踏査の

時点で放置されていたものの再調査で，放置と除

灰終了に区分している（第 6図）。まず，空中写真

による判読と，第 1回の踏査による総層厚と復旧

第 B図 農地復旧過程 （1984年3月31日～ 4月1日調査）と降下物の総層厚 （単位cm)
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第 6図 農地復旧過程－ 3
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1984年 4月28日調査（踏査）

過程のクロス集計から特徴をみると，第 7・8図

に示されるように，総層厚にあまり関係なく復旧

がすすんでいる。

そこで復旧段階の各分布図 （第 4・5・6図）

をみると，比較的都道（図上A A’）を中心に復

旧が進んでおり，踏査中の聞きとりでもそういう

傾向があった。また， 3時点後の追跡調査では，

第 7図 農地復旧過程（1984年 3月6日調査）と

降下物の総層厚 （単位cm)
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この地域での最終的な農地放棄はみとめられな

かった。

以上をまとめると，この地域（総層厚20cm未満）

では，復旧過程が総層厚に左右される傾向はみと

められない。復旧は都道を中心にした形で進行し

た。こういった復旧の時系列的な過程は，地域住

民の，集団としてのまとまりのある自発的な対応

行動とは考えにくい。現に住民はほかの人のこと

にはかまわず，所有している土地から砂礁を除去

し運搬については行政にまかせるといった形の

動きがみられた。いわば，地域内全体からみた農

地の復旧には住民独自のまとまりのある方法はみ

とめられず，行政側にしたがうといった形の対応

がとられた。

この調査では降下物の被害による住民の対応を

述べたわけであるが，そこには住民側の復旧に対

する意見の相違があり，復旧活動をとおしてみら

れる災害に対する価値観などにも多種多様なよう

すがみいだせる。このことから，地域住民のなか

で一致した考え方をもっていないことがわかる。

そこで，こういった災害に対する価値観が地域住

民のなかでどのような方向をもち，どの程度のば

らつきをもつかを明らかにしなければならない。

また災害に対する価値観は復旧活動に関するもの

だけではなしその他の段階（日常時や復興時）

にそれぞれ生まれてくるものである。こういった

各段階にみられる心理的な面も検討する必要があ

ろう。

Ill 「地域連帯性Jに基づく災害分析

災害に対する地域社会の対応は，災害を意識し

た生活体系に由来している。それは，地域住民に

根づいている災害観をベースとし，過去の経験に

基づき，地域独自のものとして形成されてきた文

化的なものである。この考え方は，社会学や心理

学でとりあげられ，考察されてきた。ただしわが

国では事例がかぎられており，未だ体系的に論じ

たものは少ない。この地域独自の文化体系は「災

害下位文化 （disaster sub-culture）」と呼ば、れ，

Moo,re (1964）によって論じられたのをはじめ，

Wenger and Weller (1973）などによ り展開さ

れた。内容としては，「災害に関する価値観，規範，

信念，知識，テクノロジーを要素にもち繰り返し

生起する災害の危険性に対処した，集団独自の文
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化的防衛セ ットであり ，過去の災害に対する経験

を基調として形成されるものである」と述べられ

ている。この考え方は，地域住民が個人単位でも っ

ている災害観などを単に行動科学的に究明するの

とは異なり，「地域社会」といった一つの集団のま

とまりや，その全体の働きを考えることを主眼と

する。

そこでこの考え方の解明には，地域住民のもつ

集中性と，ある目的に対する有効な対応の存在の

両面について追究する必要がある。この両面を検

討するには，住民がもっ「地域連帯性Jという操

作概念をとり入れて考察する。地域連帯性の災害

分析への応用ポイントは 2つ考えられる。それは

被災時に他人を思いやる意識（愛他的意識）と，

災害に対する意識の集中性である。いわば，被災

時に地域住民がばらばらの考え方をもち，助け合

いの精神をもたないほど対応はうまくいかず，災

害を人の手によって拡大してしまうと考えられ

る。そこで本調査では，地域社会にみられる防災 ・

減災を目的とした社会的要因を「地域連帯性」に

もとめ，各地域での社会集団特性を明らかにする。

ただし，この方法によって得られた結果は地域住

民の心理的な側面であり，現実の対応行動および

日常生活環境にそれがどのように関わっているか

ということを実証しなければならないであろう。

それについては後章に述べる。

地域社会にみられる連帝企を調査する方法とし

ては，アンケート形式によって目標とする価値観

の方向性と集中度を数量化して考察する形がわか

りやすしまた調査地の比較がたやすいと考えら

れる。この方法を考えだしたのは Fessler(1952) 

である。彼は地域社会全般の意見の集中性をとり

あげ，連帯性をアンケート調査により数量化して

検討している。その後，この理論は金田（1978)

によ って災害科学に導入され，有珠山噴火（1977)

以降，他災害についても検討がなされてきた。こ

こでは，その有珠山噴火災害時のアンケート方法

を採用し，同様の質問文を使い，数量化を試みた。

簡単にそれを説明すると次のようになる。

質問文については，災害下における地域社会の

連帯性の発現領域を以下の 4つのエ リアに区分し

た。

エリア1 （タテ型社会連帯）

…一有力者や行政を軸とする連帯



エリア 2 （ヨコ型社会連帯）

－近隣社会を軸とする連帯

エリア 3 （被災行動連帯）

被災過程 ・行動面に関する連帯

エリア 4 （救援復興連帯）

救援活動・復興対策に関する連帯

これら各エリアに対して，各5聞のエリアに適

応した質問文を設定して，その回答反応を評定尺

度（ratingscale）にして捉え，回答を 「強〈肯

定」 ・「肯定」 ・「中間J.「否定」 ・「強〈否定」

の5つの段階に分け，順に 5・4・3・ 2・1の

スコアを与える。つぎに，尺度質問文に対する反

応スコアの処理の仕方は，金田（1978）では 6種

類の「連帯度」という単位を設定しているが，本

論では，そのうちデータのばらつきとスコアの影

響率が対等になるように調整した，第4の「連帯

度」により考察する。数量化は各エリアの 5聞の

尺度質問文に対する反応強度スコア（ 5～25点）

を素点とし，各地域集団における平均値（王）と標

準偏差（S.D）を求め，算定式により 「連帯度」

を検討する。連帯度（CS）の算定式は次に示す。

( X 5 1 「10-S.D 1 
CS= I一一一一一｜×｜一一一一一一｜

l 25-5 J l 10 J 

この連帯度の算定式の原理は，ある価値観の評

価の水準L 肯定・否定の方向性を示す平均値と

そのは、らつきを示す標準偏差を利用した

〈基本式〉一 L × I1 
一 Max文 L MaxS. DJ 

による。ただし，各値の出現範囲は（文）が5～25,

(S.D）がO～10であることから，式を変換して期

待'1直か‘O～ 1におさまるようにしてある。

アンケー卜用紙の配布については，今回の被災

後 2ヵ月余りを経過した，1984年11月23日に全戸

訪問留置式による。データ数は坪田33，阿古29で

ある。

まず各集落ごとに集計数量化すると，第 9図の

グラフが得られる。各エリアのスコア平均および

標準偏差の平均値で算定した 4エリア平均値は，

坪田・阿古とも 同じ値を示している。したがって

総合化した連帯性はほぼ同じ傾向にある。しかし，

各エ リアごとに較べると 2集落にはそれぞれ特徴

がある。それは，タテ型連帯とそれ以外の連帯の

比較である。阿古では，タテ型連帯より他の連帯

の方が高い値を示している。とくに被災行動連帯

-49一

および救援復興連帯は坪田の同じ連帯より高い値

である。これとは逆に，坪田ではタテ型連帯が他

の連帯をおさえて一番高い値をもっている。これ

らから，災害時の連帯性について，集落ごとの結

果を考察すると，阿古はタテ型社会にたよらない

意識をもっている。これは，行政や有力者といっ

た権力を信頼するのではなし 地域住民自身が同

一意識をもち，それにあった対応意識がある。坪

田では対照的に権力への信頼は強しこれを中心

とした意識の集中がわかる。もう一つグラフより

得られたことは，救援復興を対象とした連帯性の

差である。もっぱら災害に対する意識とは，被災

時から日常の状態にもどる過程において徐々に薄

らいでいくものであろうが，その薄らぐ程度が遅

ければ遅いほど防災 ・減災には役立つ。したがっ

て，阿古にみられる救援復興段階での高い連帯性

は，被災後すぐの一時的な連帯性の上昇とはいえ

ない。逆に坪田は，救援復興段階では，連平管性は

薄れつつあることがわかる。

救援復興時での現象的な事象とアンケート結果

との対応はどうか。そこで考えた方法は，各集落

内にみられる復旧状態によって，データを整理す

ることである。ただし，被害状況が異なる集落単
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位の比較が可能かどうか考慮しなければならな

い。そこで，復旧事象の中で自分の家を含めた土

地環境をとりあげ，各集落を 2分して検討する。

2分の方法は，坪田については前述の農地復旧時

の除灰の早い地域（Tsu一 1: 17戸），遅い地域

(Tsu-2 :16戸）で， 阿古については仮設住宅居住

(Ako- 1 :14戸），集落残留 （Ako-2 :15戸）で

ある。このカテゴリーにより連帯度を算定したも

のが第10図である。

これによりまずはっきりわかることは，坪田に

みられる連帯度のばらつきである。復旧の遅い地

域では連帯性の意識は薄〈，どのエリアについて

も不信感が高い。 これと較べて阿古は， ヨコ型連

帯をのぞいて復旧による差はなしかなり似てい

る。そこで，現実の復旧状況のうち詳しくわかっ

ている前述の坪田の除灰対応と連帯性について考

察すると，総層厚に関係のない対応行動と連帯度

のばらつきは符合している。またタテ型連管の比

重は，除灰時にみられた行政中心型の行動に結び

っく。しかし，残念なことに，阿古については復

旧対応で詳しく検討できたものはなし坪田のみ

の検討にとどまるが，復旧対応前の避難という被

災行動では，地域のまとまり（自治区等）が有効

にはたらき，死者無しという結果であったことを

第10図 集落別連体度グラフー 2
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特筆しておく 。

本章では地域連帯性と復旧対応の相E関係を考

察したわけであるが，はたして被災経験による連

帯性の更新は，日常の生活体系にどういうふうに

とり入れられ，生活環境がなりたっているのかを

明らかにしなければならない。たとえば，過去降

下物による被害のみをうけ，そのつど連帯性の発

現に変化を与えられた地域社会では，生活環境に

どういう特性がみられるかを調べなければ、ならな

い。これにより，被災体験を基調とする「災害（下

位）文化」の実証ができる。

IV 土地利用にみら れる地域社会の特

性

災害を何度となくうけた住民は，そのつど災害

に対する価値観が経験によって変化してくる。こ

ういった変化は被災時に対応する一過性のもので

はなく，生活体系に知らず知らずのうちに取り入

れられ，一見してわからないような形で内在イじさ

れる。しかしこういった生活体系は，地域住民が

もっ，過去よりうけつがれている伝統や文化，小

さなところでは生活の知恵としていままでいわれ

てきたことであり，詳しい調査によってどういう

ものかがわかる。ただし，災害への対応は，個人

個人の力はもちろんであるが，地域としてのまと

まりこそ重要で、あり，その点も考慮して調査を進

め検討する。

ここでは生活体系のなかで土地所有に目をむ

け，それに対する火山災害の影響を調べ，災害を

意識した生活体系がどれだけ，どのような形態で

あらわれているかを調査する。

三宅島における土地所有は，過去より災害を意

識した形態をとっていると説明されてきた。その

特徴は土地の分散所有である。いままでの説明で

は，各自が所有している土地は地域内に点々と分

布し， l回の災害によって全滅しないようにと配

慮されているとのことであったが，これについて

定量的に検討されたものはなし三宅島に関する

土地利用の特色の l現象として簡単にとりあげら

れてきた（諏訪， 1965）。

そこでこの考え方にどういった意味があるの

か，はたしてこの考え方にもとづく現象がみられ

るのかを検討して，土地所有形態に対する災害の

影響を定量的に考祭する。調査方法としては，対
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象地域の土地所有状況を農地台帳により比較し，

また傾斜と農地分割の関係について，地籍図 3）を

利用し検討を加える。ただし，農地分割は地籍図

上筆数であらわれている。地籍図は明治時代につ

くられたが，土地についている筆番もほぼそのと

きに付番されている。区画はそれ以後の変化 （分

筆・合筆）に左右されるが，その変化は筆番に反

映される。ただし三宅島の地籍図をみると，ほと

んど筆番に技番がないことから，明治時代以後の

変化はほとんどないと考えられる。

土地の所有状況については第 1表に示す。これ

によると，阿古より坪聞のほうが農家 l戸当たり

の筆数が多い。その他の集計内容を総合すると，

所有する総農地面積がほぼ同じであるのに，坪田

のほうが分散して土地を所有している。それによ

り，坪田の方が農地に適しているところを自由に

選んで利用していると考えられる。そこで，農地

筆数と傾斜度の関係を地域間で比較考察する。方

法としては傾斜をメ ッシュ分類し，そのメ ッシュ

ごとの筆数を検討する。採用したメ ッシュはほぼ

山頂を中心とした同心円状メ ッシュで，サンプル

は地籍図上半分以上を農地がしめるメ ッシュのみ

を選びだした。そめメッシュについて平均傾斜と

筆数の頻度グラフを示すと，第11・12図になる。

平均傾斜は両地域ともほぼ同様の傾向がみられ

る。

ところが，単位面積当たりの筆数の分布には明

らかに地域差があり，前述の結果同様阿古より坪

回のほうが細かく土地を分けている。その理由と

しては，土地に対する期待感の差が考えられる。

地域内の各土地の有用性を考慮せず，無作為に土

地を分けると細かい土地割となり，逆に効率よく

利用しようとする場合には大きな土地割となる。

このことから，坪田より阿古のほうが土地を利用

するうえでより制約意識をもっと考えられ，また

土地割のばらつきの状態から，地域住民のなかに

統一的な意識が存在することがわかる。

以上，土地苦手jのうえで土地利用における計画性

の差異をみてきたが，ここでさらに土地利用の地

第 1表 農地台帳による土地所有状況

l農家数い戸当ゆ数 I1戸当閣積 I1筆当 I）面積

阿古｜ 418 

到ι回 I330 

可
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第11図 1メッシュ当りの｛頃幸ヰ

～2 5 2 5～ 5 0～ 7 5～ 10 0～ 12 5～ 15 0-17 5-2υ り～

平均値阿古10.5・坪田10.4・

第12図 lメッシュ当りの筆数

10 

～10 10～ 20～ 30～ 40～ 50～ 60～ 70～ 

筆数 平均値阿古26.5 坪回36.3

域特性を調べるための指標として，土地利用の

ローテーシ ョンをとりあげる。計画的な土地利用

では土地のローテーションの頻度は高〈，土地を

あまり広〈使わずにすむ。いいかえれば，土地を

広げないように，土地の利用にあたってローテー

ショ ンを上げる。したがって，各地域で土地利用

のローテーションを土地単位で集計し検討すれ

ば，土地利用上の計画性を含めた特性がより明ら

かになる。そこで，三宅島に特有な農地の利用形

態である「オオパヤシャブシによる切替畑」叫に

より，土地利用上の特徴を 2集落で比較する。そ

れには各地域内のオオパヤシャブシの胸高直径を

計測し，地域内の植林時期およびそれからもとめ

られる農地利用のローテーションを推定するとい



う方法をとる。それは地域内の農地利用に対する

計画性の程度をあらわしている。なぜならば，地

域内に胸高直径の大きなオオパヤシャブシが存在

するということは， l度農地として利用した土地

を切替畑にして長年放置していることを意味し，

農地利用上計画性に欠けると考えられるからであ

る。逆に計画的な農地利用をしている地域では，

農地をくりかえし利用する率が高いために，オオ

パヤシャブシはある程度成長した時期に伐採さ

れ，大木が残らないということになる。

調査方法としては，サンプルを坪田で82地点，

阿古で83地点の計165地点計測した。計測誤差をな

くすため，次の点に注意した。①植林地の判断と

して，オオパヤシャブシの規則的な植付けに留意

する。②道路沿いは過去より伐採をまぬかれてい

ると考えられるので，サンプルとしてとりあげな

い。③lつの農地とみられる地域内の 3点を計測

して平均を算定する。

第13図は各サンプルの平均胸高直径から推定し

た農地の切替時期を，地域別に頻度集計したもの

である。ここではオオパヤシャブシの 1年当りの

成長直径を0.8cmとして算定した。この値は調査中

行なった農民に対する聞きとり調査の値の，ほほ

平均を採用した。その結果，本来オオパヤシャブ

第13図 農地の切替時期
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シを植林すると，約13年後伐採し再び農地として

利用するのに，坪回では手をつけずに20年以上を

経過した農地が多い。逆に，阿古では所有してい

る農地をくりかえし利用し，無計画に農地を拡大

していないことカすわかる。

ここで仮に住民が災害を意識したとすると，所

有地を利用する時，計画的（集約的） ・無計画的（粗

放的）のどちらになるであろうか。一般に，危険

を強〈感じるほど所有地をできるかぎり有効に

（農業でいえば集約的に）利用しようとするであろ

う。そう仮定すると，阿古の住民のほうが災害に

よる危険をより強〈認識していると考えられ，第

13図にみられるサンプルのは、らつきから，意識の

集中性も高いと推定される。

V まとめ
本論では1983年の三宅島噴火による災害を例に

して，防災・減災を目的とする地域社会の対応と，

その心理的な側面を調べてきた。ただし，ここで

とりあげた心理的な側面の調査は，いままで多〈

行われてきた手法とは異なり，社会科学的な「地

域社会」へのアプローチをと 0入れたものといえ

る。それには，「地域連帯性」という概念の導入に

より，各地域社会の生活体系に根づいた意識を 1

地域の特性として展開している点に特色がある。

また，生活体系に根づいた意識というものは，知

らず知らずのうちに日常の生活環境にとり入れら

れて内在fじするが，それこそ「災害（下位）文化」

の根底にあるものである。そこで，災害と地域社

会の相E関係を三宅島の 2集落で検討した結果，

つぎのことが明らかになった。調査は1983年噴火

後の復旧対応および心理的側面のアンケート調査

以外に，過去よりつづいている生活体系の 1っと

もいうべき土地利用にもおよんでいる。これは被

災時から日常時へと時系列的に変化する心理面

が，各段階でどのように影響を与えているかとい

う点で意味がある。もちろん各段階での行動と心

理の関係は，個人個人で異なる。しかし， 日常の

生活環境はさまざまな行動形式で成り立っていて

も，心理面にはある共通の流れが存在する。たと

えば，坪田における埋没農地の復旧過程には，各

個人主体・タテ型社会への依存といった特徴があ

り，連帝性のアンケート調査結果との対応がみと

められる。また阿古では地域社会の連帯性にばら



つきがなしとくに救援復興段階では坪田に較べ

て高い値を示している。そこで，この結果をもと

に過去より続いている生活体系と，地域社会の災

害への対応をみた。

すると，土地に対して地域住民がもっ制約性を

キーにすることで，現象面の特徴が土地の自由選

択による使用頻度の差としてあらわれた。坪田は

阿古より農地のローテーション頻度が低いうえに

筆数も多く，無計画な利用形態がみられた。いわ

ば先の復旧対応やアンケート調査の結果にみられ

るように各個人主体の傾向が強い。また阿古は，

すべて坪田とは対照的な結果である。この差は，

「災害（下位）文化」のポイントとなる経験知によ

るものであると考えられる。たしかに坪田と阿古

では被災経験が歴史的に異なるだけであるが，こ

の点についてはより一層の考察が必要となるであ

ろう。

最後に，本論では被災による復旧対応と日常生

活体系における「地域連帯性」という概念の使用

により，一つの流れが明らかになった。 被災時に

みられた地域社会の特徴は，その心理的な面に「災

害観」として定着するが，その重要な点は「連帯

性」である。この「連帯性」は災害を意識した生

活体系にも影響を与え，地域社会がもっ生活環境

に知らずのうちにとり入れられている。今後， 日

常の生活環境と災害の相互関係について論議すべ

き点は数多いが，本論で得られた結果はその足が

かりになるであろうと考えている。
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へんお世話になったことを未尾ながら感謝申しあげま
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1) 12回の活動時期は，1085年，1154年，1469年，1535

年，1595年，1643年，1712年，1763年～1769年， 1811

年，1835年， 1874年，1940年である。
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2) 調査機関は，三宅島空港管理事務所，火山噴火予

知連絡会，東京都農業試験場調査団，東京都労働経

済局林務課， 三宅支庁産業課林務係，国立林業試験

場防災部である。

3) 使用した地籍図は農振法制定時の2,000分の lの

図である。

4) 7～8年連作した農地の地力を回復させるための

休耕中の形態。休耕中オオパヤシャブシという樹木

を植林し地力を回復させる。オオパヤシャブシはマ

メ科の植物と同様に空気中の窒素を地中にとりこむ

作用がある。植林した農地は通常約13年間放置し，

再利用する時は伐採し，再度耕す。したがって胸高

直径によって，休耕（切替）時期が推定できる。
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